
国立大学法人大分大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

本給月額において，役員の職務の困難度，実績等を勘案して必要と認める場合は，学長は，経営協

議会の議を経て，役員別に規定されている号給の範囲を超えて本給を決定することとしている。
期末特別手当（ボーナス）において，国立大学法人評価委員会が行う業績評価及び業務に対する貢
献度等を総合的に勘案して，学長が，経営協議会の議を経て，標準支給額の100分の10の範囲内で増
額又は減額できることとしている。なお，平成27年度は増額又は減額での支給はなかった。

役員の給与は，本給，調整手当，広域異動手当，通勤手当，単身赴任手当及び期末特別手当から構
成されている。平成27年度において，学長には，国立大学法人大分大学役員給与規程に則り，本給
（984,000円），通勤手当（10,000円）を加算し算出している。期末特別手当についても，同規程
に則り本給月額に100分の20を乗じて得た額並びに本給月額に100分の25を乗じて得た額の合計額を
基礎として，6月期に支給する場合においては100分の140，12月期に支給する場合においては100分
の150を乗じ，基準日以前6か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額
としている。
なお，平成27年度においては給与支給水準の見直しのため,本給の切替を実施し,引き続き在職する
役員については差額に相当する額を本給として支給する経過措置を実施した。

役員の給与は，本給，調整手当，広域異動手当，通勤手当，単身赴任手当及び期末特別手当から構
成されている。平成27年度において，理事には，国立大学法人大分大学役員給与規程に則り，本給
（647,000円～776,000円），調整手当，通勤手当，単身赴任手当を加算し算出している。期末特別
手当についても，同規程に則り本給月額及びこれに対する調整手当及び広域異動手当の月額に，本
給月額及びこれに対する調整手当及び広域異動手当の月額に100分の20を乗じて得た額並びに本給
月額に100分の25を乗じて得た額の合計額を基礎として，6月期に支給する場合においては100分の
140，12月期に支給する場合においては100分の150を乗じ，基準日以前6か月以内の期間におけるそ
の者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
なお，平成27年度においては給与支給水準の見直しのため,本給の切替を実施し,引き続き在職する
役員については差額に相当する額を本給として支給する経過措置を実施した。

役員の給与は，本給，調整手当，広域異動手当，通勤手当，単身赴任手当及び期末特別手当から構
成されている。平成27年度において，国立大学法人大分大学役員給与規程に則り，本給（586,000
円），通勤手当を加算し算出している。期末特別手当についても，同規程に則り本給月額に100分の
20を乗じて得た額並びに本給月額に100分の25を乗じて得た額の合計額を基礎として，6月期に支給
する場合においては100分の140，12月期に支給する場合においては100分の150を乗じ，基準日以前6
か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
なお，平成27年度においては給与支給水準の見直しのため,本給の切替を実施し,引き続き在職する
役員については差額に相当する額を本給として支給する経過措置を実施した。

非常勤役員の給与は，国立大学法人大分大学役員給与規程に則り，非常勤役員手当及び通勤手
当から構成されており，監事にあっては，月額100,000円としている。

当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬を検討するに当たって，常勤職員数（当該

法人1,800人；平成27年度計画記載）や学部構成等がほぼ同規模の他の国立大学法人，国家公務員の

給与や独立行政法人等を参考としている。
・国立大学法人宮崎大学･･･当該法人は同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している（常
勤職員数1,839人；平成27年度計画記載）。平成26年度公表資料によれば，平成26年度の長の年間報
酬額は17,402千円であり公表対象年度の役員報酬規則に記載された俸給等を勘案すると約15,107千
円と推定される。同様の考え方により，理事は約13,817千円～約14,322千円，監事は約12,106千円
と推定される。
・事務次官年間報酬額･･･22,491千円



２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,065 11,808 4,137 120
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,714 7,764 3,044
1,118
768
20

（調整手当）
（単身赴任手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

12,625 9,312 3,263 50
（通勤手当）

H28.3.31

千円 千円 千円 千円

12,625 9,312 3,263 50
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

6,313 4,656 1,575 81
（通勤手当）

H27.9.30

千円 千円 千円 千円

12,310 9,312 2,948 50
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

6,246 4,566 1,655 25
（通勤手当）

H27.10.1

千円 千円 千円 千円

9,546 7,032 2,464 50
（通勤手当）

H28.3.31

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200 0 0
（　　　　）

H28.3.31

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は，例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には，役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」，役員出向者「◇」，独立行政法人等の退職者「※」，退職公務員でその後 独立行政法人等
     の退職者「＊※」 ，該当がない場合は空欄
注３：総額，各内訳について千円未満切り捨てのため，総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。
注４：「調整手当」とは，就任直前に，民間の賃金水準が本法人より高い地域に在勤していた役員に支給しているもの
　　　である。　　

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

Ｄ理事

Ｅ理事

法人の長

A理事

B理事

前職役名
就任・退任の状況

A監事

Ｂ監事
（非常勤）

F理事

Ｃ理事

その他（内容）

大分大学は，人間と社会と自然に関する教育と研究を通じて，豊かな創造性，社会性及び人間性
を備えた人材を育成するとともに，教育・研究・医療・社会連携への取り組みを通して特色ある
大学づくりを目指し，総合大学としての機能の高度化や「地の拠点」としての役割を果たすこと
を目標に，地域のニーズを踏まえた教育研究組織の見直し，ガバナンス改革を学長のリーダー
シップのもとで推進している。そうした中で，大分大学の学長は，法人を代表しその業務を総理
するとともに，校務を司り，所属職員を統督して，経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っ
ている。
学長の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,592千円と比較した場合，
それ以下であり，また，事務次官の年間給与額22,491千円と比べてもそれ以下となっている。
大分大学では，学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて
決定しているが，学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言える。
こうした職務内容の特性等を踏まえると，学長の報酬水準は妥当であると考えられる。



　理事

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

大分大学の理事は，総務・企画，教育，研究・国際・医療，社会連携・男女共同参画，そして

法務・コンプライアンスというそれぞれの職務において，学長を補佐し，法人の業務を掌理す

る。また，学長に事故があるときはその職務を代理し，学長が欠員のときはその職務を担って

いる。
理事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,592千円と比較した場合，
それ以下であり，また，事務次官の年間給与額22,491千円と比べてもそれ以下となっている。
大分大学では，理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえ
て決定しているが，こうした職務内容の特性等を踏まえると，理事の報酬水準は妥当であると
考えられる。

大分大学の監事は，国立大学法人大分大学の業務を監査し，財務及び会計の適正を期す

るとともに，業務の適法かつ合理的な運営を図る職務を担っている。
大分大学の非常勤監事の報酬は，その勤務形態等により手当として支給している。非常
勤監事の報酬額は，職員数や学部構成等がほぼ同規模の他の国立大学法人（佐賀大学：
日額30,000円，宮崎大学：日額32,000円）の報酬と比較した場合，ほぼ同等となってい
る。
非常勤監事の職責，勤務形態及び職務内容の特性等を踏まえると，非常勤監事の報酬水
準は妥当であると考えられる。

大分大学の監事は，国立大学法人大分大学の業務を監査し，財務及び会計の適正を期するとと

もに，業務の適法かつ合理的な運営を図る職務を担っている。

監事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,592千円と比較した場合，

それ以下であり，また，事務次官の年間給与額22,491千円と比べてもそれ以下となっている。
大分大学では，監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえ
て決定しているが，監事の職務内容の特性を踏まえると，監事の報酬水準は妥当であると考え
られる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職，他の同規模の国立大学法人，民間企業等と
の比較などを考慮すると，役員の報酬水準は妥当であると考えられる。



４　役員の退職手当の支給状況（平成２７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

1,983 2 0 H27.9.30 －

千円 年 月

該当なし

注：「前職」欄には，退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」，役員出向者「◇」，独立行政法人等の退職者「※」，該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」，役員出向者「◇」，独立行政法人等の退職者「※」，退職公務員でその後
　独立行政法人等の退職者「＊※」，該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】
区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には，法人の業績，担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め，業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

当該理事は，2年間に亘って，社会連携・男女共同参画担当として，地域社会，産業界，地方自治体及び他大学との多様な連携・

協力・支援関係の強化を推進し，文部科学省の『地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋）』に採択された『地域と企

業の心に響く若者育成プログラムと大分豊じょう化プラン』をはじめとして，地域や企業の課題を解決しながら，活性化に貢献でき

る人材育成の体制を整備するなど本学の運営及び社会連携推進に大きく貢献した。

国立大学法人大分大学役員退職手当規程第2条の規定により，在職期間1月につき，退職の日における当該者の本給月額に100

分の12.5の割合を乗じて得た額に100分の87を乗じて得た額を退職手当の基本額として支給した。

理事A

法人の長

監事A

法人での在職期間

判断理由

該当なし

該当なし

監事A

法人の長

理事A

本給において，役員の職務の困難度，実績等を勘案して必要と認める場合は，学長は，経営協議会

の議を経て，役員別に規定されている号給の範囲を超えて本給を決定することができることとして

いる。
期末特別手当（ボーナス）において，国立大学法人評価委員会が行う業績評価及び業務に対する貢
献度等を総合的に勘案して，学長が，経営協議会の議を経て，標準支給額の100分の10の範囲内で
増額又は減額できることとしている。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

本学が規定する職員評価の結果を基礎資料とし，職員の勤務成績等に応じて，現に受けている本給の昇給，

昇格，降格及び賞与（6月期，12月期）における支給割合の増減を行っている。
昇給については，1月1日に在職する職員に対し，前1年間におけるその者の勤務成績に応じて，最高8号給上
位の号給に昇給させることができる。

賞与（勤勉手当）については，6月1日及び12月1日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に

対し，基準日以前6か月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞれ支給割合を決定する。
昇格は，勤務成績が良好で，かつ本学が規定する必要経験年数又は必要在級年数を有している者は，上位の
職務の級に決定することができる。また，降格については，勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定する
ことができる。
また，平成27年1月1日から導入した新たな年俸制度の適用を受ける職員について，業績年俸の額は，前年度
における勤務を対象として，その者の勤務成績の評価に基づき，学長がこれを決定することとしている。

○国立大学法人大分大学職員給与規程（以下「職員給与規程」という。）の適用を受ける職員
・給与は，基本給（本給＋本給の調整額）及び諸手当（扶養手当，管理職手当，調整手当，広域異動手当，住

居手当，通勤手当，単身赴任手当，特殊勤務手当，特別診療手当，入試手当，免許状更新講習講師手当，分
娩手当，救急勤務医手当，新生児担当医手当，経営協議会委員手当，看護系技術職員特例手当，専門看護師
等手当，産業医手当，超過勤務手当，休日勤務手当，夜勤手当，宿日直手当，管理職員特別勤務手当，初任
給調整手当，義務教育等教員特別手当，教職調整額，期末手当，勤勉手当及び期末特別手当）とする。

・期末手当については，期末手当基礎額（本給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する調整手当及び広域異

動手当の月額の合計額）に6月に支給する場合においては100分の122.5，12月に支給する場合においては100

分の137.5を乗じ，さらに基準日以前6か月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た

額としている。

・勤勉手当については，勤勉手当基礎額（本給の月額並びにこれに対する調整手当及び広域異動手当の月額の

合計額）に国立大学法人大分大学期末手当，勤勉手当及び期末特別手当支給細則に規定する割合を乗じて得

た額としている。

（平成27年度における主な改定内容）
平成27年度においては，国家公務員の給与水準の見直し(給与制度の総合的見直し)に関連し，以下のとおり措
置を講じた。

・実施期間：平成27年4月～

・本給表関係の措置の内容：各本給表の引下げ（平均2%），激変緩和措置として平成31年3月までの現給保障

・諸手当関係の措置の内容：広域異動手当，単身赴任手当の引上げ

また，国家公務員の給与水準の見直し(民間給与との較差等に基づく給与改定)に関連し，以下のとおり措置を

講じた。

・実施期間：平成27年4月～

・本給表関係の措置の内容：各本給表の引上げ（平均0.4%）

・諸手当関係の措置の内容：初任給調整手当の支給月額の引上げ（一律200円増）

勤勉手当支給率の引上げ（0.1月分増）

○国立大学法人大分大学の年俸制に関する規程の適用を受ける職員
・給与は，基本給（本給＋本給の調整額）及び職員給与規程の適用を受ける職員の諸手当のうち期末手当，勤

勉手当及び期末特別手当を除いたもの。

○国立大学法人大分大学年俸制適用教員給与規程の適用を受ける職員
・平成27年1月1日から新たな年俸制として導入
・給与は，年俸（基本年俸（本給の調整額）＋業績年俸）及び職員給与規程の適用を受ける職員の諸手当のう

ち期末手当，勤勉手当及び期末特別手当を除いたもの。

職員の給与水準を検討するに当たって，同規模（当該法人1,800人;平成27年度計画記載）の他の国立大学
法人，国家公務員等の給与水準を参考にした。
・国立大学法人宮崎大学・・・当該法人は同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している（常勤
職員数1,839人；平成27年度計画記載）。
・国家公務員・・・平成27年度国家公務員等給与実態調査において，国家公務員のうち行政職俸給表
（一）の平均給与月額は408,996円となっており，国家公務員全職員の平均給与月額は416,455円となって
いる。
・平成27年度職種別民間給与実態調査結果をもとに算出された民間給与の平均月額は410,465円となってい
る。

人件費については，法人運営費に占める割合が大きく，法人の運営のあり方に大きな影響を及ぼすことに
なるため，中長期的な視野に立った人件費管理を行う必要があり，中期計画期間中の予算の年度展開を参
考に，本学にて決定された当初予算の範囲内で，総額一括管理方式により運用している。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

1438 42.6 6,090 4,508 54 1,582
人 歳 千円 千円 千円 千円

284 47.5 5,833 4,289 60 1,544
人 歳 千円 千円 千円 千円

490 48.7 7,919 5,805 56 2,114
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

458 34.6 4,605 3,440 40 1,165
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 45.7 4,410 3,264 63 1,146
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 42.7 7,201 5,381 111 1,820
人 歳 千円 千円 千円 千円

40 41.4 6,608 4,929 119 1,679
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

121 36.5 4,641 3,458 54 1,183
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 42.8 5,116 3,772 70 1,344
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 50.2 10,641 10,641 38 0

教育職種
（附属高校教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

その他医療職種
（看護師）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

常勤職員

医療職種
（病院医師）

その他医療職種
（医療技術職員）

教育職種
（外国人教師）

医療職種
（病院医療技術職員）

教育職種
（年俸制適用教員給
与規程適用教員）

区分

技能・労務職種

総額
うち所定内平均年齢

平成２７年度の年間給与額（平均）

うち賞与人員



人 歳 千円 千円 千円 千円

80 33.9 3,266 3,240 51 26
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

78 33.6 3,242 3,242 45 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 42.5 4,351 4,351 75 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 40.3 2,400 2,400 104 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 45.3 6,888 6,888 39 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
注：常勤職員については，在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。

注：常勤同様の勤務時間の在外職員については，該当者がないため記載を省略した。

注：常勤同様の勤務時間の再雇用職員については，該当者がないため記載を省略した。

注：常勤同様の勤務時間の任期付職員の区分については，すべて年俸制適用者であるため記載を省略した。

注：「技能・労務職種」とは，調理師，自動車運転手，用務員等である。

注：「教育職種（附属高校教員）」には，附属特別支援学校教員を含む。

注：「教育職種(附属義務教育学校教員）」には，附属幼稚園教員を含む。

注：年俸制適用者は，すべて任期付職員である。

注：非常勤職員の「教育職種（大学教員）」，「技能・労務職種」，については該当者が１人のため，

当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していない。

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

年俸制適用者

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

技能・労務職種

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

非常勤職員



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下④まで同じ。
注：年齢２０～２３歳の該当者はいないため，国の平均給与額のみ表示。

注：年齢２０～２３歳，２４～２７歳の該当者はいない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下,④まで同じ。〕



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 5 56.3 9,650

課長 21 56.0 7,670

課長補佐 23 54.3 6,574

係長 127 51.1 6,086

主任 69 43.7 5,170

係員 39 32.4 3,830
注：「課長」には相当職である「事務長」，「課長補佐」には相当職である「副課長」，「事務長補佐」及び「室長」，

　 「係長」には相当職である「主査」及び「専門職員」を含む。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 167 56.5 9,734

准教授 135 46.3 7,720

講師 41 47.4 7,238

助教 136 42.7 6,115

助手 6 37.8 5,249

教務職員 5 41.9 5,067

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 3 56.2 6,430

看護師長 25 52.6 6,272

副看護師長 54 44.9 5,627

看護師 375 31.7 4,273
注：看護部長の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから，平均年齢，

年間給与額の最高・最低については表示していない。

注：副看護部長の該当者は３人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから，年間給与

　 額の最高・最低については表示していない。

注：「看護師」には相当職である「助産師」を含む。

～

～

　6,662 ～ 5,556

　6,250 ～ 4,467

　5,929 ～ 3,245

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

代表的
職位

平均年齢
年間給与額

　5,776 ～ 2,942

12,086 ～ 7,495

人員

千円

平均年齢

　6,160 ～ 3,921

11,440 ～ 8,548

分布状況を示すグループ

千円

代表的
職位

年間給与額

　9,178 ～ 6,497

　6,995 ～ 5,943

　6,981 ～ 4,649

　8,943 ～ 5,253

　8,295 ～ 5,619

　7,307 ～ 4,258

分布状況を示すグループ
（最高～最低）

千円

代表的
職位

　6,455 ～ 4,643

　5,275 ～ 4,850

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

（最高～最低）
人員



④

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

59.5 59.9 59.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.5 40.1 40.3

％ ％ ％

         最高～最低 52.0～37.4 50.6～36.3 51.3～37.2

％ ％ ％

61.2 61.4 61.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.8 38.6 38.7

％ ％ ％

         最高～最低 45.8～35.7 46.7～35.3 44.6～35.5

（教育職員（大学教員））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

59.5 59.8 59.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.5 40.2 40.3

％ ％ ％

         最高～最低 51.8～37.2 50.3～36.8 51.0～37.0

％ ％ ％

61.2 61.6 61.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

38.8 38.4 38.6

％ ％ ％

         最高～最低 46.5～35.8 46.7～33.3 46.6～34.7

（医療職員（病院看護師））
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

60.6 60.9 60.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.4 39.1 39.2

％ ％ ％

         最高～最低 41.9～34.9 41.6～34.5 41.8～34.7

注：（医療職員（病院看護師））における管理職員は１人のため，当該個人に関する

情報が特定されるおそれのあることから記載していない。

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

管理
職員

区分

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○医療職員（病院看護師）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置
看護職員の安定的確保のための方策を講じつつ，引き続き国家公務員の給与体系
に依拠し，給与水準の維持に努める。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　　９６．５

講ずる措置

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準
は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

引き続き国家公務員の給与体系に依拠し，給与水準の維持に努める。

・年齢勘案　　　　　　　　　　９７．２
・年齢・地域勘案　　　　　　１００．０
・年齢・学歴勘案　　　　　　　９６．０
・年齢・地域・学歴勘案　　　１００．３

・年齢・地域・学歴勘案　　　  ８８．５

内容

　給与水準の妥当性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　８１．３

・年齢勘案　　　　　　　　　　８０．９
・年齢・地域勘案　　　　　　　８８．４

項目

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準
は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　】　28.9%
（国からの財政支出額　10,827百万円，支出予算の総額　37,412百万円：平
成27年度予算）（累積欠損額なし：平成26年度決算）

（法人の検証結果）
指数の状況として，年齢勘案の対国家公務員指数97.2，その他の指数もほぼ
国家公務員の給与水準を維持しており，本学の地域性・職員構成を勘案した
給与水準として適正と考える。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　】　28.9%
（国からの財政支出額　10,827百万円，支出予算の総額　37,412百万円：平
成27年度予算）（累積欠損額なし：平成26年度決算）

（法人の検証結果）
指数の状況として，年齢勘案の対国家公務員指数80.9，その他の指数も80台
といずれも国家公務員の給与水準を下回るが，本学の地域性・職員構成を勘
案した給与水準として適正と考える。

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　  ９２．７



○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　８８．０

（注）上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，平成２７年度の

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　なお，平成１９年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成１５年度の教育職（一））との給与

水準（年額）の比較指標である。

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

本学が規定する職員評価の結果を基礎資料とし，職員の勤務成績等に応じて，現に受けている本給の昇給，

昇格，降格及び賞与（6月期，12月期）における支給割合の増減を行っている。
昇給については，1月1日に在職する職員に対し，前1年間におけるその者の勤務成績に応じて，最高8号給
上位の号給に昇給させることができる。
賞与（勤勉手当）については，6月1日及び12月1日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員
に対し，基準日以前6か月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞれ支給割合を決定する。

昇格は，勤務成績が良好で，かつ本学が規定する必要経験年数又は必要在級年数を有している者は，上位

の職務の級に決定することができる。
降格は，勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することができる。
また，平成27年1月1日から導入した新たな年俸制度の適用を受ける職員について，業績年俸の額は，前年
度における勤務を対象として，その者の勤務成績の評価に基づき，学長がこれを決定することとしている。

【事務・技術職員】
○ ２２歳（大卒初任給，独身）
月額176,700円 年間給与2,634,611円
○ ３５歳（主任，配偶者・子１人）
月額288,300円 年間給与4,723,307円
○ ４５歳（係長，配偶者・子２人）
月額357,100円 年間給与5,819,849円

【教育職員（大学教員）】

○ ２５歳（修士修了初任給，独身）

月額237,000円，年間給与3,534,769円

○ ３５歳（助教，配偶者・子１人）
月額341,000円，年間給与5,573,413円

○ ４５歳（准教授，配偶者・子２人）
月額437,100円 年間給与7,230,080円



Ⅲ　総人件費について

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｄ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他
特になし

16,832,326

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

876,740

4,499,365

755,375

1,959,018

最広義人件費
15,191,416 15,327,993 15,734,31115,765,546

4,349,167

1,542,756 1,630,497 1,650,405 1,732,222 1,848,210

16,354,940

非常勤役職員等給与
3,480,923 3,561,340 4,085,307 4,329,588

9,402,186

区　　分

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額
659,960 1,075,769 779,017 1,010,711

9,497,2029,507,777 9,497,940 8,813,264 8,661,790

①「給与，報酬等支給総額」については，対前年度比1.0％の増となった。これは，国家
公務員の給与水準の見直し（給与制度の総合的見直し）に関連し，本給月額の減額改定，
諸手当の増額改定，激変緩和として現給保障の措置を実施したこと，国家公務員の給与
水準の見直し（民間給与との較差等に基づく給与改定）に関連し，本給月額の増額改定，
諸手当の増額改定，勤勉手当の支給率の引上げ改定の措置を実施したことによるもので
ある。また，「最広義人件費」については，対前年度比2.9％の増となった。これは，定
年退職者の増加による「退職手当支給額」の増加，年金払い退職給付に係る掛金率の新
設など法定福利費の負担金の増加に伴う「福利厚生費」の増加などによる結果である。
なお，国立大学改革プランで謳われている年俸制について，教員8名に適用し給与が支給
されていることも少額ではあるが増額の一因と考えられる。

②「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年8月7日閣議決
定）に基づき平成25年1月から以下の措置を講ずることとした。
役職員の退職手当について，国家公務員と同様の支給水準の引き下げを実施した。
・役員について講じた措置の概要：退職手当の額の算出において，本給月額に在職期間
に応じた割合を乗じて得た額に100分の98（平成25年9月30日まで）を乗じて得た額とし
た。平成25年10月1日以降は100分の92，平成26年7月1日以降は100分の87とした。
・職員について講じた措置の概要：退職手当の額の算出において，支給率の調整として
勤続20年以上の場合に100分の104を乗じていたものを退職理由，勤続年数にかかわらず
100分の98（平成25年9月30日まで）とした。平成25年10月1日以降は100分の92，平成26
年7月1日以降は100分の87とした。


